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【要 約】  

（平成 ）年 月の地方自治法の改正を受け、「指定管理者制度」 が導入された。こ

の改正により公共施設の管理運営において、地方公共団体及び地方公共団体の出資法人（第

三セクタ－） もしくは公共的団体（社会福祉法人、自治会・町内会等）のみならず、民間

企業やＮＰＯ法人など多様な事業者が参入できるようになった。さらに旧・地方自治法

条の による管理委託を行ってきた公共施設の場合は、 年間（経過措置）の間に指定管理者

制度に移行することが求められた。結果、公共施設の管理運営は、個別法の規定の範囲で各

自治体の判断により、団体であれば法人の資格の有無にかかわらず民間事業者から市民団体

までの参入が可能となった。参入可能の団体の形態・規模は、単独事業体から共同事業体

に分けられ、そのうち共同事業体が管理運営する施設は、単独事業体では困難な大規模な施

設やスポ－ツ施設が多い。本研究ノ－トでは、地方自治体における指定管理者制度をめぐる

動向を検証しつつ、本学が位置するＡ市の指定管理者制度の現状把握に努めた。
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１．はじめに 
1947（昭和 22）年施行の地方自治法では、公

共施設の管理運営は地方自治体の直営しか認めら

れていなかったが、1963（昭和 38）年の同法改

正により「管理委託制度」が導入され地方自治体

の出資法人にまで拡大された。その後、2003（平

成 15）年 9 月の同法改正を受け「指定管理者制

度」が導入された。この制度の導入により、経費

削減、経営効率化、住民サービスの向上などを目

的に、これまでは不可能であった民間事業者やＮ

ＰＯ法人など多様な事業者が参入することが可能

となった。さらには、新規雇用の創出が期待され

た。同制度も１０数年を経過した。この間、管理

運営団体が公共団体から民間企業に代わりその後

また公共団体に戻った事例や、期間の更新により

１期目・２期目・３期目・４期目と継続して手掛

け、その間様々な仕組みを構築している事例など

がある。一方、制度の問題点や課題も浮き彫りと

なってきている。本研究ノ－トでは、スポ－ツ施
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設の指定管理者の検証を行い、本制度の今後の在

り方を模索する。 
 
２．指定管理者制度とは 
２－１政策マネジメントと施設マネジメント 
地方自治体において、自治体の政策目的を実現 

するうえで、公共施設をどのように位置づけるか 
という政策マネジメントがある。そして、その政 
策上有効性が認められれば施設の存続が必要であ 
り、認められなければ不必要な施設となる。 
次にどのように有効利用するかという施設マネ 

ジメントがある。施設の指定管理者にとって、事 
業価値創出という伸びしろがなくてはメリットが 
ない。この伸びしろといった利益を引き出すには 
指定管理者だけでなし得るものではなく、地方自 
治体の取り組みが不可欠となる。行政・指定管理 
者・市民がバラバラではなく、連携して力を発揮 
できる仕組みが必要である。  
２－２指定管理者団体の種類 
種類には次のような団体があげられる。 
①財団・社団 
②自治会・町内会 
③社会福祉法人 
④公社（道路・住宅・土地） 
⑤ＮＰＯ法人 
⑥農業・漁業協同組合 
⑦株式会社 
⑧共同事業体（共同企業体 4）、ＪＶ、コンソ 
－シアム） 

２－３指定管理者の業務

業務には次のような業務があげられる。

①施設・設備の点検

②施設・設備の修繕

③建物内外の清掃

④植栽、造園、剪定

⑤施設受付、料光熱費金の徴収

⑥広告・宣伝活動

⑦苦情処理

⑧事業計画・企画

２－４指定管理者の継続・更新

制度がスタ－トとし１０数年を経過した。この

１０数年の間、更新・継続した指定管理者がある。 

試行錯誤の１期目から、２期目・３期目・４期目

と継続して手掛け、その間様々な仕組みを構築し

ているこの管理事業体の変遷をＰＤＣＡサイクル

をもとに 4 期に分けることができる。 
・導入期（１期目：試行錯誤） 
・過渡期（２期目：仕組みづくり） 
・安定期（３期目：評価の構築と見直し） 
・再生期（４期目：継続的な改善） 
２－５指定管理者制度と共同事業体 
従前の管理委託制度で委託の対象となる指定管

理者は、自治体の出資法人もしくは公共的団体で

あった。そして、単一施設への管理委託の場合は、

業務の一部を別団体に再委託することはあっても、

複数の団体が共同事業体として自治体から委託を

受けることはなかった。

今回の指定管理者制度では、委託の対象に民間

事業体が認められた。その結果、特に大規模複合

施設においては「自治体出資団体と民間事業者」

や「民間事業者と民間事業者」といった共同事業

体が受託するようになった。この共同事業体は新

たな形態である。リスク分担の軽減や団体基盤の

強化などの効果が期待される反面、ビジョン・業

務分担・指定管理料及び配分等の意思決定に関す

る長時間化等の混乱が生じ、これまで単独団体で

はなかった新たな課題が浮きぼりになった。

共同事業体（共同企業体・ＪＶ）4)の形態とし

ては様々なパタ－ンがある。以下その例を示す。 
①自治体出資団体+自治体出資団体 
②自治体出資団体+株式会社 
③自治体出資団体+ＮＰＯ法人 
④自治体出資団体+その他 
⑤株式会社等 +株式会社等 
⑥株式会社等 +ＮＰＯ法人 
⑦株式会社等 +その他 
⑧ＮＰＯ法人 +法人 
⑨ＮＰＯ法人 +その他 

２－６Ａ市指定管理者（スポ－ツ関連施設のみ平

成 27 年 4 月 1 日現在） 
①指定管理者制度を導入している施設数 
：6 施設 
②指定管理者期間 
：3 年間～5 年 
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③市指定管理者内訳 
：自治体出資団体公益財団法人 5)（5 施設） 
：一般社団法人 （1 施設）  

 
３．指定管理者制度の問題点 
３－１指定管理者制度の問題点

①選定方法

②施設経営評価法

③施設改修（改善・修繕）コスト

④利益配分

⑤事業の安定性

３－２自治体から見た問題点 
①管理運営状況のモニタリングや、評価の客観

性や透明性を担保する第三者評価制度が導入

されていない。 
②指定管理者の固定化・マンネリ化、応募者は

減少傾向にある。 
③老朽化に伴い修繕費が増大している。 

経費節減のための指定管理者制度を採用し

ている地方公共団体は、大規模な修繕は難し

く先延ばしにしている。その結果、修繕費が

嵩んできているのが現状である。この大規模

修繕費等は指定管理者への負担増となり、サ

－ビスの低下を招き、収益性の低い採算の合

わない施設となってしまっている。長期修繕

計画を立てても、財政悪化の地方公行団体に

はその実現性は低い。 
④指定管理者制度の目的になじまない施設が存  

続している。 
指定管理者制度の目的に経費節減があるが、

採算性を重要視するあまり市民の生活保障・

安全保障置き去りにしてはならない。最優先

すべきは市民の安心・安全に暮らせる社会の

保障であり、すべての公共施設が指定管理者

制度の対象施設とはならない。 
 
３－３指定管理者から見た問題点 

①光熱費の値上がり 
②消費税の引き上げ

自治体と指定管理者で分担する。

③社会情勢の変化によるリスクへの対応

自然災害、感染症など想定外の社会情勢。

④自治体担当者の人事異動による制度への理

解度のばらつき。

⑤人的サ－ビスの低下（窓口対応等）

⑥事業価値

負担が増え、収益性の低い採算の合わない事

業となる。

⑧修繕費や修繕方法について

自治体との役割分担や責任体制が不明確。

３－４利用者から見た問題点

①「みる」スポ－ツ施設についてのサ－ビス

クオリティの低下

②「する」スポ－ツ施設についてのサ－ビス

クオリティの低下

３－５ＰＤＣＡサイクルから見た問題点

指定管理者制度は導入期（１期目）から安定

期（３期目）に入っている。その間、モニタリ

ングや評価を行い問題点については継続的に洗

い出されている。しかし、業務改善やサ－ビス

向上につがっているかどうかの評価を行う「第

３者評価」がないまま再生期（４期目）に入っ

ている。

 
４．今後の指定管理者制度 
①自治体がビジョンを示す 

住民はスポ－ツ施設に対して、スポ－ツを

行う、スポ－ツを観戦するといった要望があ

る。一方、公の施設には、建設の目的、施設

の役割や使命がある。自治体はその目的、役

割・使命沿った施設の事業範囲を明確に示す

必要がある。 
②選考過程と評価システムの構築 

スポ－ツ施設の場合、コミュニティセンタ

－としての機能を担う地域密着型多い。この

地域密着型施設の指定管理者を選考する場合、

選考過程段階から市民が参加できる仕組みを

構築しておかなければならない。管理者選考

においては選考委員を固定化せず、選考方法

においては前回の選考基準の見直し行う。 
また、２期目以降更新期のための評価シス

テムの構築が必要である。実効性が伴うモニ

タリングを実施し、選考委員には施設の利用
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①自治体がビジョンを示す 
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の役割や使命がある。自治体はその目的、役

割・使命沿った施設の事業範囲を明確に示す

必要がある。 
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スポ－ツ施設の場合、コミュニティセンタ
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地域密着型施設の指定管理者を選考する場合、

選考過程段階から市民が参加できる仕組みを

構築しておかなければならない。管理者選考

においては選考委員を固定化せず、選考方法

においては前回の選考基準の見直し行う。 
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4)共同企業体（英語：joint venture、略語：JV）
とは、複数の異なる企業等が共同で事業を行う組

織のことで、数社の企業が特定の事業を営むこと

を目的として結成した集団。 
財団は、Ａ市と連携しながら、市民の健康で文

化的な生活の向上、地域文化の創造及び地域コ

ミュニティの交流・振興に寄与するため、平成 4
年に設立され、平成 25 年度から公益法人に移行

する。財団の管理運営する施設は、10 施設。そ

のうちスポ－ツ施設は、体育センター、歴史ス

ポーツ公園、スポーツ公園、アスレチックスポー

ツ公園、公園プ－ルの 5 施設。 

＜参考資料・文献＞

（株）ビルネット、月刊誌「指定管理者制度」、

． 年 月

財団法人埼玉県体育協会スポ－ツ科学委員会、

「 ニ－ス」 、 年 月、
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4 
 

団体や利用者で構成された運営協議会をオブ

ザ－バ－として参画させるようにする。 
③サ－ビス量に応じた雇用の確保 

サ－ビス・クオリティの向上を図り、利用

者の満足度を上げるためには、そのためのマ

ンパワ－が必要となる。利用者を増やし、サ

－ビスを手厚くすれば、それに見合う雇用者

の増大が求められる。常勤雇用者の存在がよ

り安定したサ－ビスを提供できるが、従前よ

り管理委託を受けていたスポ－ツ振興財団な

どが指定管理者となった場合は、人員配置に

変更はなく、サ－ビス量に応じた雇用の確保

はできていない。サ－ビス量は増大したが、

質の低下を招いている。  
また、人件費削減のためか、非常勤職員や

再委託先（清掃・警備等）の増加も招いてい

る。常勤雇用者、職員給与・勤務体制の適正

化、最低賃金の設定を図る必要がある。 
④指定管理料の適正化 

管理運営費の収支バランスが担保された事

業の安定性がなければ、指定管理者制度は定

着しない。そこで、目的外使用としての自販

機や売店設置、有料駐車場等を必要経費とし

て認め、その後指定管理料を設定する。 
⑤施設の維持修繕費の確保 

施設や設備の老朽化は深刻な問題である。

老朽化に伴う大規模修繕や機器の入れ替え等

は、財政状況が悪化している自治体にとって

は深刻な問題となっている。大規模修繕を先

延ばした結果より修繕費が嵩み、その負担を

指定管理者にしわ寄せするといったケ－スが

見受けられる。通常の維持修繕費用や設備更

新は管理者側の負担としても、大規模修繕や

設備更新に、自治体が長期修繕計画を立て行

うべきである。 
 
５．おわりに

指定管理者制度は、地域力創造の機会・場を提 
供する「政策の窓」と言われている。そこには、 
政策目的を実現する中で公的施設をどう位置付け 
ていくかという「政策マネジメント」の面と、そ 
の施設を有効活用していく「施設マネジメント」 

の面とがある。そして、公共と民が担う事業範囲 
の明確化がなされ、はじめて指定管理者制度は定 
着する。 
現在Ａ市では「政策の窓」を具現化し、地域の

人々の幸せと豊かさ実現・向上させていくうえで

の地域・街づくりを進めていく政策として、スポ

－ツ施設（体育複合施設）が建設されている。こ

れまでＡ市のスポ－ツ施設の管理委託理・運営に

関しては、公益財団法人スポ－ツ振興財団 5)、Ｎ

ＰＯ法人総合型スポ－ツクラブ、一般社団法人体

育協会、ボランティア団体、そして民間企業が関

わってきた。指定管理者制度は、「誰が」管理運

営するのかではなく、「何をどのように」管理運

営するのかの議論から出発すべきである。また、

指定管理者（事業者）にとって、事業価値がなけ

れば、換言すれば指定管理者としてのメリットが

なければ、指定管理者制度は定着・発展しない。

指定管理者と行政が対等かつ信頼関係をもって事

業価値を生み出していけるよう、今後 A 市にお

ける指定管理者制度を見守りたい。 

＜註＞

指定管理者制度は、公の施設の管理・運営につ

いて、地方公共団体の長が議会の議決を経て、法

人その他の団体を指定管理者として指定する。民

間企業などの能力を施設の管理・運営に活用し、

施設の活性化、サ－ビスの向上を図ることを目的

に、 （平成 ）年 月に設けられた。 
２）第一セクタ－は、公共目的のために国や地方

自治体すなわち「官」が担う部分、第二セクタ－

は、営利目的の私的団体（営利企業）すなわち

「私」が担う部分、第三セクタ－は公共目的のた

めに市民レベル、すなわち「民」が担う部分。公

共的な事業に、民間の資金と能力を導入する民間

活力活用の方式として、国または地方公共団体と

民間企業との共同出資によって設立された事業体。

共同事業体（英語： ）とは、２つ以

上の個人、企業、団体、政府からなる団体が、共

同で何らかの目的に沿った活動を行ったり、共通

の目標に沿って資源を準備・提供する目的で結成

したりする集団。
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供する「政策の窓」と言われている。そこには、 
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ていくかという「政策マネジメント」の面と、そ 
の施設を有効活用していく「施設マネジメント」 
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着する。 
現在Ａ市では「政策の窓」を具現化し、地域の
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－ツ施設（体育複合施設）が建設されている。こ

れまでＡ市のスポ－ツ施設の管理委託理・運営に

関しては、公益財団法人スポ－ツ振興財団 5)、Ｎ

ＰＯ法人総合型スポ－ツクラブ、一般社団法人体

育協会、ボランティア団体、そして民間企業が関

わってきた。指定管理者制度は、「誰が」管理運

営するのかではなく、「何をどのように」管理運

営するのかの議論から出発すべきである。また、

指定管理者（事業者）にとって、事業価値がなけ

れば、換言すれば指定管理者としてのメリットが

なければ、指定管理者制度は定着・発展しない。

指定管理者と行政が対等かつ信頼関係をもって事

業価値を生み出していけるよう、今後 A 市にお

ける指定管理者制度を見守りたい。 

＜註＞

指定管理者制度は、公の施設の管理・運営につ

いて、地方公共団体の長が議会の議決を経て、法

人その他の団体を指定管理者として指定する。民

間企業などの能力を施設の管理・運営に活用し、

施設の活性化、サ－ビスの向上を図ることを目的

に、 （平成 ）年 月に設けられた。 
２）第一セクタ－は、公共目的のために国や地方

自治体すなわち「官」が担う部分、第二セクタ－

は、営利目的の私的団体（営利企業）すなわち

「私」が担う部分、第三セクタ－は公共目的のた

めに市民レベル、すなわち「民」が担う部分。公

共的な事業に、民間の資金と能力を導入する民間

活力活用の方式として、国または地方公共団体と

民間企業との共同出資によって設立された事業体。

共同事業体（英語： ）とは、２つ以

上の個人、企業、団体、政府からなる団体が、共

同で何らかの目的に沿った活動を行ったり、共通

の目標に沿って資源を準備・提供する目的で結成

したりする集団。
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